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Ⅰ．調査概要 

 

【調査目的】 

東京商工会議所 中小企業委員会は、会員企業の経営実態に即した支援策の実現を目指し、例年、

｢中小企業施策に関する要望｣を国、東京都をはじめ、関係各方面に提出している。 

本調査は、中小企業が抱える経営課題等を広く聴取し、要望事項の取りまとめに供するため会員

中小企業・小規模事業者を対象に行ったもの。 

 

 

【調査対象】 

中小企業・小規模企業者 ８，０００社  

回答数 １，３７５社（うち小規模企業者５４９社 ３９．９％） 

回答率 １７．２％ 

※小規模企業者の定義：小規模企業振興基本法（第 2条第 1項）に定義された、おおむね常時使

用する従業員の数が 20 人以下（商業又はサービス業は 5人以下）の事業者 

 

 

【調査期間】 

２０１８年１１月１６日～１２月７日 

 

 

【調査方法】 

 ○郵送による調査票の送付、ＦＡＸ・メール・ＷＥＢによる回答 

 ○メール・ＷＥＢによる調査の配信、ＷＥＢによる回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（参考）前回調査 

【調査対象】８，８４３社 

【回 答 数】１，１８１社(２０人以下５１．４％) 

【回 収 率】１３．４％ 

【調査期間】２０１７年１１月１７日～１２月８日 

【調査方法】郵送による調査票の送付、ＦＡＸ・メール・ＷＥＢによる回答 

メール・ＷＥＢによる調査の配信、ＷＥＢによる回答 

【業種構成】製造業 25.8%、建設業 11.9%、卸売業 25.4%、小売業 6.4%、サービス業 30.5% 

 
※本調査において、構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計値は必ずしも 100.0 とはならない。 

※グラフの割合は無回答を除く割合を算出している。  
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Ⅱ．回答企業の属性 ①（業種・業歴・従業員数・資本金） 

【業種】  

  

 

 

      

【業歴】  

 

 

     

【従業員数】 【資本金】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運輸業     4.0% 

不動産業   5.5% 

飲食業     1.4% 

ソフトウェア・情報処理業  2.1% 

法人向けサービス         4.8% 

個人向けサービス         1.5% 

その他     3.9% 
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Ⅱ．回答企業の属性 ②（売上高・海外との取引について） 

 
【売上高】  

 

【海外との取引状況】 
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Ⅲ．調査結果 

１．経営状況・事業の見通しについて  

〇収益の状況について、黒字の割合が、全体の 6割①を占めており、赤字は全体の 11％に留まる。 

〇業界の展望について、「縮小見込」が前回より微増、特に建設業において昨年度から倍増するなど見込

みの悪化が目立つ② 。 

〇競争環境については、約４割以上が「激化する」③と回答。 

〇事業方針については、「現状維持」が 53.0％、次いで「拡大」が 33.4％と続く④。 

  

（１）収益の状況（経常利益） （２）業界の中期展望（今後３～５年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（３）業界の競争環境（今後３～５年） （４）貴社の事業方針  

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ ）内は前回調査結果（前回とサンプル数に違いあり） 
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２．売上と事業コストについて  

〇「売上高」について、約４割が「増加」と回答①に対し、「販売・受注単価」が上昇したと回答した割

合は、昨年よりは増えたものの 25％に留まる② 。一昨年から「単価」は上昇傾向にあるものの、売上

増加の主因は引続き「量」によるものである。 

〇事業コストについては、人件費、仕入・原材料費、物流コストが１年前と比べて増加した企業は６割

を超えている③ 。一方で、事業コストの価格への転嫁については、「概ね反映した」企業は 1 割に留ま

っている④ 

（１）1 年前と比較した売上の状況について 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）1 年前と比較した事業コストの変動について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）費用の増加分の価格への反映について 

（ ）内は前回調査結果（前回とサンプル数に違いあり） 
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３．経営資源について（金融）:経営者保証・担保等設定状況 

〇「経営者保証に関するガイドライン」に関する認知度は、５割を切っている①。また、民間金融機関か

ら「説明がなかった」が５割②にのぼり、周知状況も含め依然として高いとは言えない。 

〇担保等設定状況においては、不動産担保は全体の約５割が設定されている一方、動産担保の活用は進

んでいない③ 。また中規模企業では約４割、当座貸越が活用④されている 。 

〇代表者保証契約については、信用保証協会付融資では８割、小規模企業では９割⑤以上、プロパー融資

ではほぼ８割⑥に代表者保証がついており、小規模事業者経営改善資金（マル経融資）等の無保証融資

を除けば、融資における代表者保証契約の割合は高い状況にある。 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（ ）内は前回調査結果（前回とサンプル数に違いあり） 

① 

「経営者保証のガイドライン」 

経営者保証を提供せず融資を受け

る際や、保証債務の整理の際の、 

「中小企業・経営者・金融機関共通

の自主的なルール」として策定・公

表されたもの。 

「経営者保証ガイドライン」の認知度 民間金融機関よりの説明状況 

代表者保証契約の有無 
（信用保証協会付融資） 

代表者保証契約の有無 
（信用保証協会付でない融資＝プロパー融資） 
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３．経営資源について（金融）②:試算表等作成状況、金融トピック 

〇担保や保証に依らない事業性評価融資の推進にあたって、企業側の対話の基礎情報となる財務書類の

作成頻度・状況は、残高試算表が全体の７割以上① 、資金繰り表は全体の６割が「毎月作成」②してい

ると回答しており、一定の準備状況は整いつつある。一方で、金融トピックに関する認知度において

は、「ローカルベンチマーク」等、対話に必要なツールについての認知度は低い③。 

 
残高試算表の作成頻度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
資金繰り表の作成頻度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

金融トピックに関する認知度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①金融検査マニュアルの廃止 

金融庁では、検査・監督基本方針

案で、金融機関の経営を細かく点

検する際の手引書「金融検査マニ

ュアル」を 2018 年度末に廃止する

ことを発表。従来の形式・過去・部

分重視の検査・監督から、企業と

金融機関の実質・未来・全体重視

の検査・監督へと変わることが想定

されている。 

②ローカルベンチマーク 

企業の経営状態の把握、いわゆる

「健康診断」を行うツール（道具）と

して、企業の経営者等や金融機関

・支援機関等が、企業の状態を把

握し、双方が同じ目線で対話を行

うための基本的な枠組みであり、

事業性評価の「入口」として活用さ

れることが期待されるもの。 

③事業性評価融資 

決算書の内容や保証・担保のみ

で判断するのではなく、企業の事

業内容や今後の成長可能性等も

評価して行う融資。  

④金融仲介機能のベンチマーク 

金融機関における金融仲介機能

の発揮状況を、客観的に評価する

指標。 



9 
 

３．経営資源について（金融）③:信用保証協会付融資における経営者保証を不要とする保証の取り扱い 

〇昨年４月より信用保証協会にて開始された同制度については、「名称・内容ともに知っている」との回

答は２割に満たず① 、制度活用に向けて、金融機関・支援機関等による一層の周知が必要である。 

〇要件については、「要件が見直されれば、利用したい」・「複雑・分かり難いので利用しない」の合計は

５割を超えており② 、事業性評価融資促進の観点からは、「見直しを希望する要件」 ③を中心に、より

利用しやすい制度への改善が求められる。 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（ ）内は前回調査結果（前回とサンプル数に違いあり） 

信用保証協会付融資における「経営者保証を不要とする保証の取り扱い」 
イ 財務要件型 申込人資格要件について 

「経営者保証を不要とする保証の取り扱い」 
について 

① 

「経営者保証を不要とする保証の取り扱い」の
利用・要件 

② 

1 自己資本比率　（n=243)
2 純資産額　（n=202)
3 使用総資本事業利益率 　（n=138)

「財務要件型」について、基準の引き下げ・ 
見直しを希望する要件 

（複数回答／上位３項目を抜粋） 

③ 

直前の決算において、次の要件を満たすこと。 
基準【1】～【3】について、①の要件を満たす中小企業で、 

②または③のいずれかを満たし、かつ④または⑤のいずれ 

かを満たすこと。 

項目  基準【1】  基準【2】  基準【3】  充足要件  
①純資産額  5 千万円以上 

3 億円未満  
3 億円以上 

5 億円未満  
5 億円以上 必須要件  

②自己資本比率  20％以上  20％以上  15％以上 ストック要件  
（1 つ以上充足）  ③純資産倍率 2.0 倍以上 1.5 倍以上 1.5 倍以上 

④使用総資本事業

利益率 
10％以上 10％以上 5％以上 フロー要件  

（1 つ以上充足） 

 
⑤インタレスト・カバ

レッジ・レーシオ 
2.0 倍以上 1.5 倍以上 1.0 倍以上 

 

②自己資本比率＝純資産の額÷（純資産の

額＋負債の額）×100 

③純資産倍率＝純資産の額÷資本金 

④使用総資本事業利益率＝（営業利益＋受

取利息・受取配当金）÷資産の額×100 

⑤ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｰｼｵ＝（営業利益＋受

取利息・受取配当金）÷（支払利息＋割

引料） 

 

出典：東京信用保証協会 

「財務要件型無保証人制度の創設について」 
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４．大企業との取引について  

〇大企業との取引において、何らかの課題を感じている企業は、約半数①に上り、項目別では「手形・売掛

金の支払いサイトが長い」が 21.3％ ②と最多になった。また、「大企業の働き方改革による影響」が３位③

となっている。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【項目別】 【事例】 

※本設問における大企業の定義…資本金 3 億円超 または従業員 1,000 人以上の企業 

大企業との取引の有無 

大企業との取引で何らかの 
問題・課題を感じている割合 

４８．０％ 

(n=963) 

（複数回答／上位３項目を抜粋） 

〇施工先の大企業の残業総量規制により、土
日休日に施工できる日数が減ったため、工
事完了までの日数が増えてしまっている。 

（建設業） 
 

〇取引先である大企業の残業総量規制の影響
で、先方で扱いきれない業務により、当社が
休日出勤・残業にて対応している。 
（製造業） 
 

※2018 年度 「中小企業の現状・課題に関する
ヒアリング」より 

【参考】未来志向型の取引慣行に向けて(世耕プラン) 

① 

② 

③ 

手形・売掛金の支払サイト
が長い

21.3%

  取引価格の値下げ要請 18.5%

大企業の働き方改革による
影響

11.1%

課題と感じるもの（n=963）
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５．設備投資について  

〇2018 年は 53.5%が設備投資を実施① 。2019 年は 58.2% ②の企業が設備投資の実施を予定しており、特に既

存設備投資が増加傾向にある。 

〇規模別にみると、中規模企業者の 65.2%が設備投資を実施したのに対し、小規模企業者は 36.7%が設備投

資を実施（63.3%が設備投資を実施していない）と、設備投資の実施割合が逆転している③ 。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2017 実績、2018 年実績、2019 年予定          

① 

② 

③ 

2018 年の設備投資で利用した補助金・税制          

（複数回答／上位４項目を抜粋、括弧内は昨年実績）          

※なお、平成 30 年度に新

設された、 

「先端設備等導入に伴

う固定資産税３年間ゼ

ロの措置」については、

２８件の回答があった。          

①設備投資減税 …対象となる設備導入時に特別（即時）償却または税額控除が選択で利用できる

税制。 

②IT 導入補助金 …業務効率化や売り上げ向上に資する IT ツール（ソフトウェア、アプリ、

サービス等）の導入を最大 50 万円・補助率 1/2 まで支援します。 

③ものづくり補助金 …認定支援機関と連携して行う生産性向上に資する革新的サービス開発

・試作品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資を最大 1,000 万円・補助率 2/3 ま

で支援します。 

④受注型中小企業競争力強化支援事業【東京都】 …自社の技術・サービスの高度化・高付加

価値化に向けた技術開発等の取組を最大 2,000 万円・補助率 2/3 まで支援します。 

2018 年実績（規模別）           
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６．IT の利活用について 

〇昨年と比べ、IT ツールの活用状況は約半数と大きな変化はない① 。「IT 導入補助金」については「知ら

なかった」が 48.7%、「知っていたが申請しなかった」が 43.7%②を占める。平成 30 年度補正予算で上限

額が拡充されており、さらに周知を強化すれば制度を利用して活用に取り組む企業が増加することが期

待される。 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

（ ）内は前回調査結果（前回とサンプル数に違いあり） 

IT ツールの活用状況            

2017 年 n=1,159 

2018 年 n=1,346 

IT 導入補助金           

今後取り組みたい内容           

IT 導入補助金の改善点 ※上位４項目           

n=1,294 
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７．事業承継について 

〇抜本拡充された事業承継税制について、「改正・内容ともに知っている」は約３割①にとどまる。 

〇改正に関する情報入手元は「顧問税理士・公認会計士・弁護士等」が 44.3%と最多で、それに「支援機

関（商工会議所等）」が 35.7%②と続く。 

〇利用する際に 5 年以内に提出が必要な特例承継計画の策定については「未定」が 40.3%③と最も多い。

早期の策定・提出促進が必要。 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

（ ）内は前回調査結果（前回とサンプル数に違いあり） 

事業承継税制改正の認知度           

特例承継計画について           

改正の情報入手元                  

n=1,356 

「事業承継税制の改正」 

・10 年間の時限措置（2018 年１月～2027 年 12 月まで）として平成 30 年度税制改正で抜本的に

拡充されました。 

・税制の適用を受けるには、2018年４月から５年以内（2023年３月まで）に「特例承継計画」を都道

府県に提出、10 年以内に承継を行う必要があります。 

＜ポイント＞ 

①対象株式数等の上限撤廃により、自社株式承継時の納税負担がゼロ 

②雇用維持要件の実質撤廃により納税猶予打ち切りリスクを最小化 

③経営環境変化に応じた株価減免制度の創設により、将来の納税不安を軽減 

④複数承継の対象化により多様な事業承継を促進 
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Ⅳ．参考資料＜集計表＞ 

 

 

 

 

 

 

 

①今期の収益状況

全体 黒字 収支トン
トン

赤字

全体 1,360 847 358 155
100.0 62.3 26.3 11.4

547 286 174 87

100.0 52.3 31.8 15.9

807 559 180 68

100.0 69.3 22.3 8.4

380 246 92 42

100.0 64.7 24.2 11.1

236 161 56 19

100.0 68.2 23.7 8.1

339 216 82 41

100.0 63.7 24.2 12.1

84 38 33 13

100.0 45.2 39.3 15.5

321 186 95 40

100.0 57.9 29.6 12.5

件数
（％）

小規模企業

製造業

中規模企業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

問1.貴社の状況(7)①残高試算表の作成頻度

全体 毎月 ４半期毎 半年毎 １年毎 不定期 作成して
いない

全体 1,355 1,029 92 58 90 59 27
100.0 75.9 6.8 4.3 6.6 4.4 2.0

545 349 62 39 46 35 14

100.0 64.0 11.4 7.2 8.4 6.4 2.6

804 677 30 17 43 24 13

100.0 84.2 3.7 2.1 5.3 3.0 1.6

379 311 18 16 12 14 8

100.0 82.1 4.7 4.2 3.2 3.7 2.1

235 166 26 9 16 14 4

100.0 70.6 11.1 3.8 6.8 6.0 1.7

337 280 17 11 20 6 3

100.0 83.1 5.0 3.3 5.9 1.8 0.9

82 43 10 5 19 4 1

100.0 52.4 12.2 6.1 23.2 4.9 1.2

322 229 21 17 23 21 11

100.0 71.1 6.5 5.3 7.1 6.5 3.4

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

問1.貴社の状況(7)②資金繰り表の作成頻度

全体 毎月 ４半期毎 半年毎 １年毎 不定期 作成して
いない

全体 1,326 824 95 48 71 131 157
100.0 62.1 7.2 3.6 5.4 9.9 11.8

529 264 46 21 39 76 83

100.0 49.9 8.7 4.0 7.4 14.4 15.7

791 558 49 25 32 54 73

100.0 70.5 6.2 3.2 4.0 6.8 9.2

376 263 29 7 10 29 38

100.0 69.9 7.7 1.9 2.7 7.7 10.1

230 150 20 10 10 22 18

100.0 65.2 8.7 4.3 4.3 9.6 7.8

330 224 23 14 12 28 29

100.0 67.9 7.0 4.2 3.6 8.5 8.8

80 32 6 4 13 11 14

100.0 40.0 7.5 5.0 16.2 13.8 17.5

310 155 17 13 26 41 58

100.0 50.0 5.5 4.2 8.4 13.2 18.7

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

②来期の見通し（経常利益）

全体 黒字 収支トン
トン

赤字

全体 1,337 810 453 74
100.0 60.6 33.9 5.5

528 273 210 45

100.0 51.7 39.8 8.5

802 534 239 29

100.0 66.6 29.8 3.6

372 236 119 17

100.0 63.4 32.0 4.6

233 148 75 10

100.0 63.5 32.2 4.3

334 208 109 17

100.0 62.3 32.6 5.1

81 35 42 4

100.0 43.2 51.9 4.9

317 183 108 26

100.0 57.7 34.1 8.2

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業
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問1.貴社の状況(8)海外との取引状況

全体 輸出を行
っている

輸入を行
っている

海外向け
インター
ネット販
売

海外企業
と業務委
託契約

海外に自
社の生産
・営業拠
点がある

海外との
取引は行
っていな
い

全体 1,347 270 294 23 102 79 892
100.0 20.0 21.8 1.7 7.6 5.9 66.2

541 59 83 7 28 7 416

100.0 10.9 15.3 1.3 5.2 1.3 76.9

801 211 210 15 74 72 472

100.0 26.3 26.2 1.9 9.2 9.0 58.9

379 120 100 7 39 42 203

100.0 31.7 26.4 1.8 10.3 11.1 53.6

234 5 11 - 12 5 213

100.0 2.1 4.7 - 5.1 2.1 91.0

334 119 145 9 36 26 142

100.0 35.6 43.4 2.7 10.8 7.8 42.5

82 11 16 3 4 3 58

100.0 13.4 19.5 3.7 4.9 3.7 70.7

318 15 22 4 11 3 276

100.0 4.7 6.9 1.3 3.5 0.9 86.8

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

問2.業界の中期展望

全体 拡大見込 横ばい 縮小見込 わからな

い

全体 1,372 209 674 392 97
100.0 15.2 49.1 28.6 7.1

548 80 271 141 56

100.0 14.6 49.5 25.7 10.2

812 129 395 248 40

100.0 15.9 48.6 30.5 4.9

383 56 183 114 30

100.0 14.6 47.8 29.8 7.8

236 34 112 73 17

100.0 14.4 47.5 30.9 7.2

342 53 161 113 15

100.0 15.5 47.1 33.0 4.4

84 9 43 30 2

100.0 10.7 51.2 35.7 2.4

327 57 175 62 33

100.0 17.4 53.5 19.0 10.1

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数

（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

問3.業界の競争環境

全体 激化する 横ばい 緩和する わからな

い

全体 1,373 622 567 40 144
100.0 45.3 41.3 2.9 10.5

549 220 239 17 73

100.0 40.1 43.5 3.1 13.3

812 396 325 22 69

100.0 48.8 40.0 2.7 8.5

383 152 169 18 44

100.0 39.7 44.1 4.7 11.5

237 105 97 9 26

100.0 44.3 40.9 3.8 11.0

342 188 123 5 26

100.0 55.0 36.0 1.5 7.6

84 34 41 1 8

100.0 40.5 48.8 1.2 9.5

327 143 137 7 40

100.0 43.7 41.9 2.1 12.2

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数

（％）

小規模企業
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問4.貴社の事業方針

全体 拡大 現状維持 縮小 廃業の検
討

わからな
い

全体 1,373 459 728 95 23 68
100.0 33.4 53.0 6.9 1.7 5.0

548 166 292 38 16 36

100.0 30.3 53.3 6.9 2.9 6.6

812 293 426 55 7 31

100.0 36.1 52.5 6.8 0.9 3.8

384 144 198 24 4 14

100.0 37.5 51.6 6.2 1.0 3.6

236 69 134 14 3 16

100.0 29.2 56.8 5.9 1.3 6.8

342 122 174 27 5 14

100.0 35.7 50.9 7.9 1.5 4.1

84 21 43 10 6 4

100.0 25.0 51.2 11.9 7.1 4.8

327 103 179 20 5 20

100.0 31.5 54.7 6.1 1.5 6.1

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

全体 増加 不変 減少
全体 1,368 594 390 384

100.0 43.4 28.5 28.1

546 219 175 152

100.0 40.1 32.1 27.8

812 370 213 229

100.0 45.6 26.2 28.2

382 175 102 105

100.0 45.8 26.7 27.5

236 99 75 62

100.0 41.9 31.8 26.3

342 147 81 114

100.0 43.0 23.7 33.3

84 27 27 30

100.0 32.1 32.1 35.7

324 146 105 73

100.0 45.1 32.4 22.5

問5.一年前と比べた売上の状況について
(1)売上高

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

全体 上昇 不変 下落
全体 1,359 344 731 284

100.0 25.3 53.8 20.9
541 122 313 106

100.0 22.6 57.9 19.6

808 220 413 175

100.0 27.2 51.1 21.7

383 76 223 84

100.0 19.8 58.2 21.9

236 64 133 39

100.0 27.1 56.4 16.5

339 111 148 80

100.0 32.7 43.7 23.6

84 24 30 30

100.0 28.6 35.7 35.7

317 69 197 51

100.0 21.8 62.1 16.1

問5.一年前と比べた売上の状況について
(3)販売・受注単価

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

全体 増加した 変わらな
い

減少した 非該当

全体 1,361 885 362 109 5
100.0 65.0 26.6 8.0 0.4
545 287 197 57 4

100.0 52.7 36.1 10.5 0.7

805 592 161 51 1

100.0 73.5 20.0 6.3 0.1

381 264 83 34 - 

100.0 69.3 21.8 8.9 - 

234 164 58 11 1

100.0 70.1 24.8 4.7 0.4

340 209 97 34 - 

100.0 61.5 28.5 10.0 - 

83 42 34 6 1

100.0 50.6 41.0 7.2 1.2

323 206 90 24 3

100.0 63.8 27.9 7.4 0.9

問6.(1)一年前と比べた人件費および
諸費用の変動と価格転嫁①人件費

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

全体 増加 不変 減少
全体 1,360 557 446 357

100.0 41.0 32.8 26.2

541 203 192 146

100.0 37.5 35.5 27.0

808 349 251 208

100.0 43.2 31.1 25.7

383 174 111 98

100.0 45.4 29.0 25.6

236 100 80 56

100.0 42.4 33.9 23.7

340 142 88 110

100.0 41.8 25.9 32.4

83 23 30 30

100.0 27.7 36.1 36.1

318 118 137 63

100.0 37.1 43.1 19.8

問5.一年前と比べた売上の状況について
(2)販売・受注量

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業



17 
 

 

 

 

 

 

 

全体 増加した 変わらな
い

減少した 非該当

全体 1,338 864 366 87 21
100.0 64.6 27.4 6.5 1.6
532 311 170 41 10

100.0 58.5 32.0 7.7 1.9

794 550 191 42 11

100.0 69.3 24.1 5.3 1.4

380 278 83 18 1

100.0 73.2 21.8 4.7 0.3

231 148 69 10 4

100.0 64.1 29.9 4.3 1.7

333 231 74 28 - 

100.0 69.4 22.2 8.4 - 

81 41 35 5 - 

100.0 50.6 43.2 6.2 - 

313 166 105 26 16

100.0 53.0 33.5 8.3 5.1

問6.(1)一年前と比べた人件費および
諸費用の変動と価格転嫁②仕入・原材料費

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

全体 増加した 変わらな
い

減少した 非該当

全体 1,311 466 735 92 18
100.0 35.5 56.1 7.0 1.4
514 153 309 40 12

100.0 29.8 60.1 7.8 2.3

786 307 423 51 5

100.0 39.1 53.8 6.5 0.6

376 158 177 40 1

100.0 42.0 47.1 10.6 0.3

226 67 141 11 7

100.0 29.6 62.4 4.9 3.1

324 120 186 17 1

100.0 37.0 57.4 5.2 0.3

79 26 50 3 - 

100.0 32.9 63.3 3.8 - 

306 95 181 21 9

100.0 31.0 59.2 6.9 2.9

問6.(1)一年前と比べた人件費および
諸費用の変動と価格転嫁④光熱費

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

問7.人員の過不足状況

全体 不足 適性 過剰
全体 1,371 703 613 55

100.0 51.3 44.7 4.0
548 250 280 18

100.0 45.6 51.1 3.3

810 450 324 36

100.0 55.6 40.0 4.4

384 186 179 19

100.0 48.4 46.6 4.9

236 188 47 1

100.0 79.7 19.9 0.4

342 128 197 17

100.0 37.4 57.6 5.0

82 27 50 5

100.0 32.9 61.0 6.1

327 174 140 13

100.0 53.2 42.8 4.0

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

全体 概ね反映
した

一部反映
した

全く反映して

いない

全体 1,101 135 585 381
100.0 12.3 53.1 34.6

402 47 200 155

100.0 11.7 49.8 38.6

695 87 384 224

100.0 12.5 55.3 32.2

335 28 177 130

100.0 8.4 52.8 38.8

188 35 108 45

100.0 18.6 57.4 23.9

285 34 170 81

100.0 11.9 59.6 28.4

57 8 27 22

100.0 14.0 47.4 38.6

236 30 103 103

100.0 12.7 43.6 43.6

問6.(2)費用の増加分の価格への
反映について

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

問8.今後１年間の借入予定

全体 借りる予
定がある

予定はな
い

全体 1,367 700 667
100.0 51.2 48.8

546 269 277

100.0 49.3 50.7

809 427 382

100.0 52.8 47.2

383 214 169

100.0 55.9 44.1

235 114 121

100.0 48.5 51.5

341 183 158

100.0 53.7 46.3

82 38 44

100.0 46.3 53.7

326 151 175

100.0 46.3 53.7

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

全体 増加した 変わらな
い

減少した 非該当

全体 1,312 850 345 45 72
100.0 64.8 26.3 3.4 5.5

519 288 170 21 40

100.0 55.5 32.8 4.0 7.7

782 557 172 21 32

100.0 71.2 22.0 2.7 4.1

377 288 78 9 2

100.0 76.4 20.7 2.4 0.5

229 127 75 6 21

100.0 55.5 32.8 2.6 9.2

328 262 51 14 1

100.0 79.9 15.5 4.3 0.3

80 46 30 3 1

100.0 57.5 37.5 3.8 1.2

298 127 111 13 47

100.0 42.6 37.2 4.4 15.8

問6.(1)一年前と比べた人件費および
諸費用の変動と価格転嫁③物流コスト

件数（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業
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全体 全部つい
ている

一部つい
ている

ついてい
ない

該当する借

入金はない

全体 1,334 542 268 121 403
100.0 40.6 20.1 9.1 30.2
531 285 105 36 105

100.0 53.7 19.8 6.8 19.8

791 254 159 83 295

100.0 32.1 20.1 10.5 37.3

368 133 85 34 116

100.0 36.1 23.1 9.2 31.5

231 83 46 27 75

100.0 35.9 19.9 11.7 32.5

335 143 65 30 97

100.0 42.7 19.4 9.0 29.0

81 42 15 6 18

100.0 51.9 18.5 7.4 22.2

319 141 57 24 97

100.0 44.2 17.9 7.5 30.4

問9.(1)信用保証協会付融資を利用されている
場合、代表者保証契約の有無

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

全体 ある ない
全体 1,288 640 648

100.0 49.7 50.3
517 219 298

100.0 42.4 57.6

764 419 345

100.0 54.8 45.2

354 216 138

100.0 61.0 39.0

228 104 124

100.0 45.6 54.4

321 156 165

100.0 48.6 51.4

74 33 41

100.0 44.6 55.4

311 131 180

100.0 42.1 57.9

問9.(3)担保設定状況につい
て：①不動産担保

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

全体 ある ない
全体 1,230 357 873

100.0 29.0 71.0
487 66 421

100.0 13.6 86.4

736 290 446

100.0 39.4 60.6

341 122 219

100.0 35.8 64.2

219 63 156

100.0 28.8 71.2

307 105 202

100.0 34.2 65.8

67 17 50

100.0 25.4 74.6

296 50 246

100.0 16.9 83.1

問9.(3)担保設定状況につい
て：③当座貸越設定

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

全体 全部つい
ている

一部つい
ている

ついてい
ない

該当する借

入金はない

全体 1,315 416 262 192 445
100.0 31.6 19.9 14.6 33.8

526 212 78 81 155

100.0 40.3 14.8 15.4 29.5

779 202 180 110 287

100.0 25.9 23.1 14.1 36.8

364 105 91 61 107

100.0 28.8 25.0 16.8 29.4

229 62 43 36 88

100.0 27.1 18.8 15.7 38.4

327 114 66 39 108

100.0 34.9 20.2 11.9 33.0

79 30 11 10 28

100.0 38.0 13.9 12.7 35.4

316 105 51 46 114

100.0 33.2 16.1 14.6 36.1

問9.(2)信用保証協会付でない融資を利用されて
いる場合、代表者保証契約の有無

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

全体 ある ない
全体 1,229 126 1,103

100.0 10.3 89.7
489 32 457

100.0 6.5 93.5

732 92 640

100.0 12.6 87.4

339 41 298

100.0 12.1 87.9

221 16 205

100.0 7.2 92.8

305 40 265

100.0 13.1 86.9

69 6 63

100.0 8.7 91.3

295 23 272

100.0 7.8 92.2

問9.(3)担保設定状況につい
て：②動産担保

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

全体 名称・内容
ともに知っ
ている

名称のみ
知ってい
る

知らない

全体 1,346 142 338 866
100.0 10.5 25.1 64.3

539 35 125 379

100.0 6.5 23.2 70.3

797 106 210 481

100.0 13.3 26.3 60.4

377 49 101 227

100.0 13.0 26.8 60.2

232 24 64 144

100.0 10.3 27.6 62.1

334 38 81 215

100.0 11.4 24.3 64.4

81 5 18 58

100.0 6.2 22.2 71.6

322 26 74 222

100.0 8.1 23.0 68.9

問10.語句の認知度：①金融検査
マニュアルの廃止

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業
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全体 名称・内容
ともに知っ
ている

名称のみ
知ってい
る

知らない

全体 1,328 57 236 1,035
100.0 4.3 17.8 77.9

526 14 76 436

100.0 2.7 14.4 82.9

792 43 158 591

100.0 5.4 19.9 74.6

376 22 75 279

100.0 5.9 19.9 74.2

229 7 47 175

100.0 3.1 20.5 76.4

331 16 55 260

100.0 4.8 16.6 78.5

79 2 10 67

100.0 2.5 12.7 84.8

313 10 49 254

100.0 3.2 15.7 81.2

問10.語句の認知度：②ローカル
ベンチマーク

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

全体 名称・内容
ともに知っ
ている

名称のみ
知ってい
る

知らない

全体 1,325 51 187 1,087
100.0 3.8 14.1 82.0

523 7 63 453

100.0 1.3 12.0 86.6

792 44 122 626

100.0 5.6 15.4 79.0

374 22 59 293

100.0 5.9 15.8 78.3

230 7 34 189

100.0 3.0 14.8 82.2

331 13 47 271

100.0 3.9 14.2 81.9

79 2 8 69

100.0 2.5 10.1 87.3

311 7 39 265

100.0 2.3 12.5 85.2

問10.語句の認知度：④金融仲介
機能のベンチマーク

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

全体 説明があ
り保証を
はずした

説明があ
った

説明がな
かった

説明され
た記憶は
ない

借入金が
ないので
関係ない

全体 1,338 69 238 669 168 194
100.0 5.2 17.8 50.0 12.6 14.5
538 7 91 298 76 66

100.0 1.3 16.9 55.4 14.1 12.3

790 62 143 365 92 128

100.0 7.8 18.1 46.2 11.6 16.2

377 34 69 184 45 45

100.0 9.0 18.3 48.8 11.9 11.9

229 10 42 112 32 33

100.0 4.4 18.3 48.9 14.0 14.4

331 16 57 176 39 43

100.0 4.8 17.2 53.2 11.8 13.0

82 1 18 36 11 16

100.0 1.2 22.0 43.9 13.4 19.5

319 8 52 161 41 57

100.0 2.5 16.3 50.5 12.9 17.9

問11.(2)「経営者保証のガイドライン」について
民間金融機関よりの説明状況

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

全体 名称・内容
ともに知っ
ている

名称のみ
知ってい
る

知らない

全体 1,333 149 349 835
100.0 11.2 26.2 62.6

527 41 125 361

100.0 7.8 23.7 68.5

797 108 220 469

100.0 13.6 27.6 58.8

377 55 103 219

100.0 14.6 27.3 58.1

229 28 65 136

100.0 12.2 28.4 59.4

334 35 88 211

100.0 10.5 26.3 63.2

79 4 17 58

100.0 5.1 21.5 73.4

314 27 76 211

100.0 8.6 24.2 67.2

問10.語句の認知度：③事業性
評価融資

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

全体 名称・内容
ともに知っ
ている

名称のみ
知ってい
る

知らない

全体 1,359 222 447 690
100.0 16.3 32.9 50.8

544 64 175 305

100.0 11.8 32.2 56.1

804 157 267 380

100.0 19.5 33.2 47.3

381 85 135 161

100.0 22.3 35.4 42.3

235 34 86 115

100.0 14.5 36.6 48.9

339 62 99 178

100.0 18.3 29.2 52.5

82 6 27 49

100.0 7.3 32.9 59.8

322 35 100 187

100.0 10.9 31.1 58.1

問11.(1)「経営者保証のガイド
ライン」の認知度

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業
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全体 名称・内容
ともに知っ
ている

名称のみ
知ってい
る

知らない

全体 1,352 212 447 693
100.0 15.7 33.1 51.3

543 57 173 313

100.0 10.5 31.9 57.6

798 154 270 374

100.0 19.3 33.8 46.9

376 74 133 169

100.0 19.7 35.4 44.9

235 39 83 113

100.0 16.6 35.3 48.1

337 45 101 191

100.0 13.4 30.0 56.7

82 9 29 44

100.0 11.0 35.4 53.7

322 45 101 176

100.0 14.0 31.4 54.7

問12.(1)「経営者保証を不要とする
保証の取り扱い」の認知度

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

全体 純資産額 自己資本
比率

純資産倍
率

使用総資
本事業利
益率

インタレ
スト・カ
バレッジ
・レーシ

特になし

全体 1,274 202 243 88 138 58 891
100.0 15.9 19.1 6.9 10.8 4.6 69.9

511 80 97 33 50 19 352

100.0 15.7 19.0 6.5 9.8 3.7 68.9

755 122 144 55 88 39 533

100.0 16.2 19.1 7.3 11.7 5.2 70.6

362 54 64 23 48 19 254

100.0 14.9 17.7 6.4 13.3 5.2 70.2

226 28 40 14 18 8 171

100.0 12.4 17.7 6.2 8.0 3.5 75.7

309 59 65 25 37 16 212

100.0 19.1 21.0 8.1 12.0 5.2 68.6

74 12 10 6 4 2 55

100.0 16.2 13.5 8.1 5.4 2.7 74.3

303 49 64 20 31 13 199

100.0 16.2 21.1 6.6 10.2 4.3 65.7

問12.(3)「イ.財務要件型」について、基準の引き下げ
・見直しを希望する要件

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

全体 取引があ
る

取引はな
い

全体 1,338 976 362
100.0 72.9 27.1

537 312 225

100.0 58.1 41.9

791 659 132

100.0 83.3 16.7

376 327 49

100.0 87.0 13.0

231 165 66

100.0 71.4 28.6

339 267 72

100.0 78.8 21.2

79 33 46

100.0 41.8 58.2

313 184 129

100.0 58.8 41.2

問13.(1)大企業との取引
について

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

全体 現在の要
件のまま
でも利用
できる

要件が見
直されれ
ば、利用
したい

複雑・分
かり難い
ので利用
しない

新たな借
入金は必
要ない

全体 1,329 230 550 143 406
100.0 17.3 41.4 10.8 30.5

534 77 290 46 121

100.0 14.4 54.3 8.6 22.7

785 152 257 97 279

100.0 19.4 32.7 12.4 35.5

372 80 144 45 103

100.0 21.5 38.7 12.1 27.7

232 28 113 17 74

100.0 12.1 48.7 7.3 31.9

327 62 125 43 97

100.0 19.0 38.2 13.1 29.7

80 11 32 6 31

100.0 13.8 40.0 7.5 38.8

318 49 136 32 101

100.0 15.4 42.8 10.1 31.8

問12.(2)「経営者保証を不要とする保証の
取り扱い」の利用・要件

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業



21 
 

 

 

 

 

 

 

問13.(2)大企業との取引においての問題・課題

全体 取引価格
の値下げ
要請

手形の割
引料

大企業の
働き方改
革による
影響

受取代金
の減額

手形・売
掛金の支
払サイト
が長い

先方都合
による代
金支払の
遅延

ファクタ
リングの
際の費用

役務提供
の要請

商品・役
務等の購
入・利用
強制

リベート
の要求

その他 特にない

全体 963 178 52 107 22 205 55 102 36 17 32 46 501
100.0 18.5 5.4 11.1 2.3 21.3 5.7 10.6 3.7 1.8 3.3 4.8 52.0

308 45 19 29 6 56 18 31 8 4 6 16 167

100.0 14.6 6.2 9.4 1.9 18.2 5.8 10.1 2.6 1.3 1.9 5.2 54.2

651 133 33 78 16 149 37 71 28 13 25 29 331

100.0 20.4 5.1 12.0 2.5 22.9 5.7 10.9 4.3 2.0 3.8 4.5 50.8

323 67 17 32 11 80 22 39 7 4 10 12 161

100.0 20.7 5.3 9.9 3.4 24.8 6.8 12.1 2.2 1.2 3.1 3.7 49.8

164 28 11 34 6 40 11 18 8 1 3 7 71

100.0 17.1 6.7 20.7 3.7 24.4 6.7 11.0 4.9 0.6 1.8 4.3 43.3

263 53 10 19 5 58 15 30 6 7 16 14 141

100.0 20.2 3.8 7.2 1.9 22.1 5.7 11.4 2.3 2.7 6.1 5.3 53.6

31 4 2 2 - 5 1 2 1 - - 1 21

100.0 12.9 6.5 6.5 - 16.1 3.2 6.5 3.2 - - 3.2 67.7

182 26 12 20 - 22 6 13 14 5 3 12 107

100.0 14.3 6.6 11.0 - 12.1 3.3 7.1 7.7 2.7 1.6 6.6 58.8

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

問14.(1)今年の設備投資について

全体 新規設備
投資、既
存改修共
に行った

新規設備
投資を行
った

既存の改
修・定期
更新を行
った

設備投資
は行わな
かった

全体 1,355 239 193 293 630
100.0 17.6 14.2 21.6 46.5
543 38 65 96 344

100.0 7.0 12.0 17.7 63.4

803 200 128 196 279

100.0 24.9 15.9 24.4 34.7

382 114 58 99 111

100.0 29.8 15.2 25.9 29.1

235 26 33 49 127

100.0 11.1 14.0 20.9 54.0

337 44 42 71 180

100.0 13.1 12.5 21.1 53.4

82 11 5 9 57

100.0 13.4 6.1 11.0 69.5

319 44 55 65 155

100.0 13.8 17.2 20.4 48.6

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

問14.(2)利用した補助金・税制

全体 ものづく
り補助金

革新的サ
ービス事
業化支援
事業助成

軽減税率
対策補助
金

受注型註
所企業競
争力強化
支援事業

先端設備
導入に伴
う固定資
産税ゼロ

ＩＴ導入
補助金

設備投資
減税

その他

全体 408 82 35 33 58 28 100 134 73
100.0 20.1 8.6 8.1 14.2 6.9 24.5 32.8 17.9

128 24 13 12 26 6 33 28 22

100.0 18.8 10.2 9.4 20.3 4.7 25.8 21.9 17.2

277 58 22 21 30 22 66 106 50

100.0 20.9 7.9 7.6 10.8 7.9 23.8 38.3 18.1

160 48 20 7 15 17 23 62 30

100.0 30.0 12.5 4.4 9.4 10.6 14.4 38.8 18.8

58 7 2 1 11 3 18 23 7

100.0 12.1 3.4 1.7 19.0 5.2 31.0 39.7 12.1

88 15 8 6 22 3 29 24 13

100.0 17.0 9.1 6.8 25.0 3.4 33.0 27.3 14.8

15 - - 7 1 - 5 2 2

100.0 - - 46.7 6.7 - 33.3 13.3 13.3

87 12 5 12 9 5 25 23 21

100.0 13.8 5.7 13.8 10.3 5.7 28.7 26.4 24.1

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業
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問14.(3)来年の設備投資の予定

全体 新規投資
、既存改
修共に行
う予定

新規設備
投資を行
う予定

既存の改
修・定期
更新を行
う予定

設備投資
は行わな
い予定

全体 1,337 215 193 370 559
100.0 16.1 14.4 27.7 41.8
535 42 70 116 307

100.0 7.9 13.1 21.7 57.4

793 172 122 251 248

100.0 21.7 15.4 31.7 31.3

378 105 55 110 108

100.0 27.8 14.6 29.1 28.6

231 28 30 56 117

100.0 12.1 13.0 24.2 50.6

331 38 49 95 149

100.0 11.5 14.8 28.7 45.0

81 7 6 17 51

100.0 8.6 7.4 21.0 63.0

316 37 53 92 134

100.0 11.7 16.8 29.1 42.4

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

問14.(4)来年実施予定の設備投資の内容

全体 機械設備 建物・工
場

構築物・
建物付属
設備

工具・器
具

備品 パソコン
・レジス
ター

ソフトウ
ェア

車両及び
運搬具

その他

全体 1,027 260 164 223 215 124 452 326 345 94
100.0 25.3 16.0 21.7 20.9 12.1 44.0 31.7 33.6 9.2

363 56 36 53 65 30 157 89 114 42

100.0 15.4 9.9 14.6 17.9 8.3 43.3 24.5 31.4 11.6

657 204 127 167 148 93 292 236 228 51

100.0 31.1 19.3 25.4 22.5 14.2 44.4 35.9 34.7 7.8

309 185 72 87 117 40 119 94 71 21

100.0 59.9 23.3 28.2 37.9 12.9 38.5 30.4 23.0 6.8

175 20 27 20 53 14 82 57 93 7

100.0 11.4 15.4 11.4 30.3 8.0 46.9 32.6 53.1 4.0

245 31 34 48 16 35 130 94 78 24

100.0 12.7 13.9 19.6 6.5 14.3 53.1 38.4 31.8 9.8

50 7 8 10 3 7 22 8 15 9

100.0 14.0 16.0 20.0 6.0 14.0 44.0 16.0 30.0 18.0

248 17 23 58 26 28 99 73 88 33

100.0 6.9 9.3 23.4 10.5 11.3 39.9 29.4 35.5 13.3

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

問15.ITツールの活用状況

全体 活用して
いる

今後活用
するつも
りである

活用した
いが、活
用できな
い

そもそも
活用する
必要がな
い

全体 1,346 690 277 188 191
100.0 51.3 20.6 14.0 14.2
532 246 92 93 101

100.0 46.2 17.3 17.5 19.0

803 443 180 95 85

100.0 55.2 22.4 11.8 10.6

381 210 74 58 39

100.0 55.1 19.4 15.2 10.2

230 120 42 37 31

100.0 52.2 18.3 16.1 13.5

336 174 83 36 43

100.0 51.8 24.7 10.7 12.8

79 26 22 13 18

100.0 32.9 27.8 16.5 22.8

320 160 56 44 60

100.0 50.0 17.5 13.8 18.8

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業
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問16.ITツールの活用状況（具体的な内容）

全体 場所を選
ばす仕事
ができる
環境整備

業務シス
テムの導
入による
効率化

新商品、
新サービ
スの企画

開発･設
計･試作
段階にお
ける効率
化

現場の分
析・見え
る化によ
る効率化

販路開拓
・取引拡
大のため
の取組み

HP、S
NS、メ
ルマガ等
を活用

その他

全体 953 479 601 107 213 166 214 305 25
100.0 50.3 63.1 11.2 22.4 17.4 22.5 32.0 2.6

335 154 165 26 72 30 61 123 13

100.0 46.0 49.3 7.8 21.5 9.0 18.2 36.7 3.9

613 325 434 80 140 135 150 181 12

100.0 53.0 70.8 13.1 22.8 22.0 24.5 29.5 2.0

281 131 189 33 108 79 52 87 3

100.0 46.6 67.3 11.7 38.4 28.1 18.5 31.0 1.1

160 97 102 6 51 14 20 32 6

100.0 60.6 63.8 3.8 31.9 8.8 12.5 20.0 3.8

252 122 155 39 23 34 83 92 3

100.0 48.4 61.5 15.5 9.1 13.5 32.9 36.5 1.2

47 22 25 2 4 11 8 22 2

100.0 46.8 53.2 4.3 8.5 23.4 17.0 46.8 4.3

213 107 130 27 27 28 51 72 11

100.0 50.2 61.0 12.7 12.7 13.1 23.9 33.8 5.2

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

問17.(1)ＩＴ導入補助金について

全体 申請して
採択され
た

申請したが
採択されな
かった

知っていた
が、申請し
なかった

知らなか
った

全体 1,294 79 19 566 630
100.0 6.1 1.5 43.7 48.7
512 17 5 192 298

100.0 3.3 1.0 37.5 58.2

773 62 14 369 328

100.0 8.0 1.8 47.7 42.4

366 26 7 205 128

100.0 7.1 1.9 56.0 35.0

223 9 3 94 117

100.0 4.0 1.3 42.2 52.5

321 19 6 124 172

100.0 5.9 1.9 38.6 53.6

72 3 2 22 45

100.0 4.2 2.8 30.6 62.5

312 22 1 121 168

100.0 7.1 0.3 38.8 53.8

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

問17.(2)ＩＴ導入補助金の改善点について

全体 助成金の
大幅拡充

ハードウ
ェア含め
た助成対
象等拡大

コンサル
ティング
費用に関
して拡大

ベンダー
への周知
強化

申請のし
やすさ

その他

全体 993 311 374 181 95 612 90
100.0 31.3 37.7 18.2 9.6 61.6 9.1

369 99 128 64 24 216 50

100.0 26.8 34.7 17.3 6.5 58.5 13.6

619 211 246 117 71 393 38

100.0 34.1 39.7 18.9 11.5 63.5 6.1

298 114 127 51 32 179 21

100.0 38.3 42.6 17.1 10.7 60.1 7.0

173 45 55 23 10 99 21

100.0 26.0 31.8 13.3 5.8 57.2 12.1

239 67 101 51 27 159 11

100.0 28.0 42.3 21.3 11.3 66.5 4.6

54 12 11 8 4 35 7

100.0 22.2 20.4 14.8 7.4 64.8 13.0

229 73 80 48 22 140 30

100.0 31.9 34.9 21.0 9.6 61.1 13.1

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業
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問18.事業承継税制の改正について

全体 改正・内
容ともに
知ってい
る

改正のみ
知ってい
る

改正・内
容ともに
知らなか
った

全体 1,356 398 503 455
100.0 29.4 37.1 33.6

539 106 184 249

100.0 19.7 34.1 46.2

806 289 317 200

100.0 35.9 39.3 24.8

379 143 140 96

100.0 37.7 36.9 25.3

236 75 86 75

100.0 31.8 36.4 31.8

337 92 135 110

100.0 27.3 40.1 32.6

80 13 30 37

100.0 16.2 37.5 46.2

324 75 112 137

100.0 23.1 34.6 42.3

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

問19.事業承継税制の改正について情報の入手先

全体 金融機関 顧問税理
士・公認
会計士・
弁護士等

支援機関 保険会社 政府等の
パンフレ
ット

その他

全体 898 296 398 321 51 130 123
100.0 33.0 44.3 35.7 5.7 14.5 13.7

288 78 100 113 10 41 52

100.0 27.1 34.7 39.2 3.5 14.2 18.1

605 217 295 207 41 89 71

100.0 35.9 48.8 34.2 6.8 14.7 11.7

282 104 132 94 19 42 34

100.0 36.9 46.8 33.3 6.7 14.9 12.1

161 56 74 56 6 19 18

100.0 34.8 46.0 34.8 3.7 11.8 11.2

226 74 98 83 19 29 36

100.0 32.7 43.4 36.7 8.4 12.8 15.9

42 16 15 19 1 11 5

100.0 38.1 35.7 45.2 2.4 26.2 11.9

187 46 79 69 6 29 30

100.0 24.6 42.2 36.9 3.2 15.5 16.0

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

問20.特例承継計画について

全体 申請中 申請を検
討してい
る

よくわか
らない

未定 関係ない

全体 1,317 14 167 309 531 296
100.0 1.1 12.7 23.5 40.3 22.5
521 2 46 148 206 119

100.0 0.4 8.8 28.4 39.5 22.8

788 12 121 159 320 176

100.0 1.5 15.4 20.2 40.6 22.3

370 4 62 79 143 82

100.0 1.1 16.8 21.4 38.6 22.2

227 3 31 45 89 59

100.0 1.3 13.7 19.8 39.2 26.0

327 1 40 77 150 59

100.0 0.3 12.2 23.5 45.9 18.0

78 1 8 25 29 15

100.0 1.3 10.3 32.1 37.2 19.2

315 5 26 83 120 81

100.0 1.6 8.3 26.3 38.1 25.7

建設業

卸売業

小売業

サービス業

件数
（％）

小規模企業

中規模企業

製造業
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